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＜ FM 放送周波数割当計画（その１）＞  
ＦＭ放送に関しても、限られた周波数を有効に使うため、公共の福祉に

寄与しかつ多くのニーズに応えられる放送事業者に周波数を与えるため細

かい周波数の配分計画を作ります。そして、割り当て可能な周波数の有無

を判断するため、「超短波放送用周波数割当計画」が作られ、実際の免許申

請者に対しては、この計画に合致していることが免許を与える条件として

います。 
 「周波数割当計画」は、基本的方針と計画表からなっています。したが

って、この中には混信の排除などの技術的な要素、ＮＨＫと一般放送事業

者に対する周波数の配分なども含まれています。 
 この「周波数割当計画」は、他の放送メディア同様、総務省が事案を作

成し、利害関係者に公表し、さらに、公聴会を開いて意見を聞き、電波監

理審議会に諮問しその答申を得て決定するという手順が踏まれます。 
 ＦＭ放送の割り当ては、ＮＨＫ先行形で推移しますが、これは、一般放

送事業者からのＦＭ局開設申請が東京地区、名古屋地区ならびに大阪地区

に殺到し、免許付与の選別に多くの日時を要したことが原因と思われます。 
   
  次に「周波数割当計画」（チャンネルプラン）の流れを記します。 
 
○  1957 年(昭和 32 年)6 月、ＮＨＫは郵政省に東京、大阪超短波（FM）

放送実験局の免許申請を行いました。 
○  1957年(昭和32年)12月、郵政省は上記２実験局に免許を与えました。 

同月、東京超短波（FM）放送実験局が千代田放送所からテレビ局のアン

テナを共用して放送を開始しました。 
○ 1958 年(昭和 33 年)3 月、大阪超短波（FM）放送実験局が放送を開始

しました。 
○  1959 年(昭和 34 年)3 月、東京、大阪超短波（FM）放送実験局が 10kW 

に増力しました。 
○  1961 年(昭和 36 年)3 月、ＮＨＫ、民間放送連盟（民放連）、電子機械
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工業会、日本電波塔にて「FM 実験放送協議会」が設立されました。 
○  1961 年(昭和 36 年)3 月、郵政省は、FM 実験放送協議会に実験局の予

備免許を与えました。この実験局は、1961 年 10 月から 1962 年 3 月の

期間で、東京タワーでＦＭ・テレビアンテナ共用時の混信問題等の実験

調査を行いました。 
○  1962 年(昭和 37 年)7 月、（財）電波技術協会ステレオ委員会は、ＡＭ

－ＦＭ方式ならびにＦＭ－ＦＭ方式の 2 方式のステレオ方式について野

外実験を開始しました。（10 月まで） 
○  1962 年(昭和 37 年)9 月、ＮＨＫ広島ならびに福岡ＦＭ放送実験局が開

局しました。（1kW） 
○  1962 年(昭和 37 年)12 月、ＮＨＫ名古屋、仙台、札幌、熊本、松山各

ＦＭ放送実験局が開局しました。（1kW） 
○  1963 年(昭和 38 年)6 月、電波技術審議会は、超短波（ＦＭ）放送に関

する技術基準について最終答申を郵政大臣に提出しました。また、ＦＭ

ステレオ放送の方式を「ＡＭ－ＦＭ方式」を採用するよう答申しました。 
○  1963 年(昭和 38 年)10 月、郵政省は、「超短波放送の実用化試験局免許

方針」を決定し、ＦＭ受信機の普及、番組の改善、技術開発の促進のた

め、ＮＨＫの既設 9 局のほか実験局 17 局（ステレオ放送）に予備免許

を与えました。 
○  1963 年(昭和 38 年)12 月～翌年 4 月、ＮＨＫの既設 9 局は、相次いて 

ＦＭ放送実用化試験局として運用を開始するとともに、ステレオ放送に

関しては実験局として実験を開始しました。 
○  1964 年(昭和 39 年)5 月、郵政省は、超短波(FM)放送の実用化試験局

の免許方針を修正し、ＮＨＫの 2 局を追加しました。 
○  1968 年(昭和 43 年)1 月、郵政省は、ＦＭ東海の実用化試験局（3 月末

で期限切れ）の再免許を拒否しました。翌月 2 月、ＦＭ東海は東京地方

裁判所に取り消し請求と執行停止の仮処分を申請しました。これよりＦ

Ｍ東海局免許に関する紛争が始まります。 
○  1968 年(昭和 43 年)7 月、郵政省は、超短波(FM)放送局の開設に備え、

送信の技術方式や放送局開設の根本的基準等関係規則を改正し施行しま

した。 
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○  1968 年(昭和 43 年)9 月、郵政大臣は、「中波(ラジオ)放送の外国電波

混信対策として、将来、中波放送は大電力の広域放送とし、ＦＭ放送は

県域放送として利用する。」と表明しました。 
○  1968 年(昭和 43 年)11 月、郵政省は、1976 年度を目途とする中波放送

大電力化に関する基本的な考え方を発表しました。また「超短波放送用

周波数の割当計画」（ＦＭチャンネルプラン）をも決定しました。中波は

広域放送、ＦＭは県域放送とし次のように規定しました。① ＮＨＫは全

国あまねく 1 系統のＦＭ放送を行う。 ② 民放は、当面、東京、名古屋、

大阪、福岡でＦＭの特性を生かした放送を行う。 
○  1968 年(昭和 43 年)12 月、郵政省は、ＦＭ東海実験局に再免許を与え

ました。免許期限は 1969 年 3 月末でした。 
○  1969 年(昭和 44 年)1 月、郵政省は、ＮＨＫＦＭ放送局 170 局に予備

免許を与えました。その後 3 月、本免許が与えられ本放送を開始しまし

た。 
○  1969 年(昭和 44 年)3 月、郵政省は、初の民間放送局のＦＭ放送局とし

て、愛知音楽放送、新大阪音楽放送、福岡エフエム音楽放送の３局に予

備免許を与えました。また、ＦＭ東海の実験局免許を 9 月末まで延長し

ました。 
○  1969 年(昭和 44 年)10 月、郵政省は、ＦＭ東海実験局に再免許を与え

ました。免許の有効期限は 6 ヶ月間でした。 
○  1969 年(昭和 44 年)12 月、郵政省は、ＦＭ東海を吸収して発足する 
ＦＭ東京に予備免許を与えました。 

○  1970 年(昭和 45 年)4 月、郵政省は、ＦＭ東海に 5 月 15 日までの期限

で実験局再免許を与えました。 
○  1970 年(昭和 45 年)4 月、郵政省は、超短波(FM)放送局エフエム東京

に予備免許を与えました。 
○  1970 年(昭和 45 年)10 月、ＮＨＫＦＭ局が、千代田放送所から東京タ

ワーに移転しました。 
○  1971 年(昭和 46 年)8 月、ＮＨＫ千葉ＦＭ放送局が開局し、全国ＦＭ放

送網が完成しました。 
○  1978 年(昭和 53 年)3 月、郵政大臣は記者会見で「ＦＭ放送は早急に開
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放の方向で検討」「開放時には交通情報など専門の新局を設置」などと語

りました。 
○  1978 年(昭和 53 年)6 月、郵政大臣は ① ＦＭ局を各県に１局づつ設置

し  ② 音声多重放送をステレオ放送と 2 カ国語放送の 2 つとする チ

ャンネルプランを発表すると発言しました。 
○  1978 年(昭和 53 年)12 月、郵政省は、北海道、宮城、静岡、広島の４

地区に民放ＦＭ放送局各１局をはじめて設置するため、「超短波(ＦＭ)放
送用周波数割当計画」（ＦＭチャンネルプラン）を修正しました。 

○  1981 年(昭和 56 年)2 月、郵政省は、エフエム愛媛に予備免許を与えま

した。民放ＦＭ局の予備免許はＦＭ東京以来 12 年ぶりで、5 番目の局に

なります。 
○  1982 年(昭和 57 年)5 月、郵政省は、民放ＦＭ拡充問題で、１県１局を

原則として、１～２年の間に全国的に置局できるよう周波数割り当てを

行うことを明らかにしました。 
○  1982 年(昭和 57 年)10 月、郵政省は、青森、横浜、京都など 22 地区

に新たな民放ＦＭ局の周波数を割り当て、民放ＦＭ局の全国置局を推進

しました。 
○  1982 年(昭和 57 年)12 月、郵政省は、放送大学学園用にＦＭラジオ局

用の周波数 77.1MHz を割り当てました。（テレビの割り当ても同時実施） 
○  1984 年(昭和 59 年)10 月、郵政省は、放送大学学園の東京ＦＭ放送局 

（77.1MHz）に免許を与えました。 
○  1984 年(昭和 59 年)10 月、郵政省は、博覧会などの催しに臨時のＦＭ

放送局を設けることを認める「イベント用放送局の免許方針」を決定し

ました。 
○  1992 年(平成 4 年)1 月、郵政省は、県域単位の放送局のほかに市区町

村単位をエリアとするＦＭ波による「コミュニティ放送局」の開設を認

める方針を決定しました。 
○  1992 年(平成 4 年)12 月、初のコミュニティ放送局として函館山ロープ

ウェイ「ＦＭいるか」が開局しました。 
○  1995 年(平成 7 年)1 月、電波監理審議会は、外国語放送ＦＭ放送の東

京、大阪での開設を認める答申を行いました。 
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○  1995 年(平成 7 年)2 月、電波監理審議会は、コミュニティ放送（ＦＭ） 
の出力規制の緩和を答申し、これまで出力の上限が１W を 10W に変更

することを認める答申をしました。 
○  1995 年(平成 7 年)2 月、兵庫県庁にわが国初の臨時災害ＦＭ局「ＦＭ

796 フェニックス」が設置され放送を開始しました。阪神大震災の被災

者を対象に、ライフラインの復旧、交通・住宅・医療など生活関連情報

を提供しました。 
○  2013 年(平成 25 年)9 月、総務省は、「V-Low 帯域等に関する周波数割

り当ての基本方針」を発表し、「標準(中波)放送を行う放送局の放送区域」

に規定する放送の法定電界強度を満たさない地点、または、電気雑音の

影響や外国電波混信等により聴取が困難と判断される難聴地域が継続的

に存在する場合や災害対策の必要性が認められる場合に「ＦＭ補間局」

を開設することを認めることになりました。 
 
 
 


